
　【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

（趣旨・目的）
子どもたちに直に接する教員の資質向上を支援するとともに、学校の教
育活動を支援する事業・取組の質の向上を図る。
（取組の概要・目標）
教員の養成・採用・育成の各段階に応じた支援に一貫性を持たせ、さら
なる充実を図る。
教育委員会事務局からのきめ細かな支援を行う。
地域と学校が協働して子どもの教育に当たる仕組みを構築する。

（取組内容・目標）
・人材育成方針の策定
　教職課程において、学校現場での実習等を充実し、意欲と経験を持っ
た教員希望者の養成を支援する。
・大学と連携した専門的研修の提供
　首席など中堅教員の候補を対象にした研修と大学院の教育カリキュラ
ムを連携させ、キャリアステージに応じた研修体系を検討し、学び続ける
教員を育成する。
・事務局のブロック化の検討
　指導主事の体制を充実し、学校への指導助言の質的向上を図る。
・地域活動協働活動としての整備
　これまでのはぐくみネットや学校元気アップ地域本部の事業等の連携を
基礎とした、今後の地域と学校が協働していく仕組みを整備していく。

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②目標未達成

「令和２年度以降の市政改革計画」に基づく取組等

取組項目１ 【質の高い学校運営】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
各学校がその組織としての力を十分に発揮して、成果を上げることがで
きるよう、組織面や負担軽減などの支援に取り組む。
（取組の概要・目標）
学校の中心である授業の質を改善して、子どもたちの学力を向上させて
いくため、校内での人材育成、授業研究の活性化を図る環境の整備が必
要となる。そのためには、業務の簡素化を図るとともに、教職員間の役割
分担を図って、個人個人の負担を軽減し、授業準備や校内研修の時間を
確保していく。
教科横断的な学習など、新学習指導要領の目指す「カリキュラム・マネジ
メント」を進めるためにも、学校が組織としての力を発揮できる環境が必
要であり、学校の小規模化による鍋蓋組織を解消して、組織の強化を
図っていく。

（取組内容・目標）

・waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）の充実
・学力向上推進事業の成果を学校サポート訪問等で全市に展開する
・授業力向上アドバイスシートの活用
・専門家・サポートスタッフの活用、部活動の改革、働き方改革の指針の
実施、保護者・地域への理解の促進
・副校長・首席（教頭補佐）・主務教諭の効果的な配置の検討
・サポート人材の一元化の検討
　スクールサポートスタッフの配置拡大と他の補助員の見直し
・習熟度別少人数授業など指導方法改善手法の柔軟化の検討
　実施教科（国）の見直し、教科担任制による教科指導の充実
・講師不足への対応策の検討

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目２ 【教育を支える力の育成】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
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　【様式３】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
教育委員会事務局と学校がより緊張感をもって、一体となって学力向上
など、教育目標に向かって取り組むための、制度を構築する。
（取組の概要）
・教育振興基本計画の最重要目標である学校の安心・安全と学力・体力
の向上について、局運営方針や学校の運営に関する計画などの組織と
しての目標と目標管理など個人としての目標を関連させ、職員一人一人
が、目標に向けて一体となって取り組む制度を検討する。
・目標の達成や成果が上がったことに対して、予算などで優遇するなど、
成果へのインセンティブが働く仕組みの構築。
・小学校学力経年調査や中学校のチャレンジテストの結果と生活状況や
教員データを合わせて分析し、指導法の改善に活かしたり、有益な施策
を検討したりするなど、エビデンスに基づく教育施策を展開する。

（取組内容・目標）
・学力テスト等の人事評価への反映を含む新たな人事・給与制度の試行
実施に向けた検討。
・学力向上に寄与する施策により学校を支援し、校長経営戦略支援予算
の改編により、成果へのインセンティブが働く仕組みの導入を検討する。
・学力向上や生徒指導上の成果を上げた教職員への新たな表彰制度を
検討。
・学力向上推進事業の取り組みの検証や表彰制度の検討など、教育ビッ
クデータ活用検討ＰＴで外部の知見を活用しながら、効果的な施策の構
築を行う。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

取組項目３ 【成果を意識した制度の構築】

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②目標未達成

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②：目標未達成

取組項目４ 【持続可能な教育環境の確保】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
今後の少子高齢化社会の進展を見据え、学校が将来にわたって成果を
上げるための環境整備を計画的に行う。
（取組の概要・目標）
・学校施設マネジメント計画に示された長寿命化改修を計画的に実施し、
老朽改築の後年度負担の増大を緩和する。
・適正配置対象校については、児童の良好な学習環境の確保、教育活
動の充実を図るため、学校配置の適正化を進める。
・市内中心部の児童生徒急増対策については、中長期の指針に基づく個
別の計画を着実に実行する。
・市立高等学校については、将来の生徒数の減少を見据え、令和４年度
の大阪府への運営移管に向けた検討を進める。

（取組内容・目標）
学校適正配置対象校のうち、14校の計画を策定・公表する。
学校適正配置対象校のうち、４校の統合を決定する。
また、適正配置が円滑に取り組めるよう、学校配置の適正化推進ワーキ
ンググループを開催し、教育環境の確保、教育活動の充実策等の検討を
行う。
市立高等学校の大阪府への移管について、基本的な考え方を合意し、
移管計画の策定に向けた検討を進める。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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　【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目６ 【民間委託化の推進】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
業務の効率化を図るため、事務事業の民間委託化を推進する。
（取組の概要・目標）
学校給食調理業務について、退職者数の動向を踏まえて、民間委託化
を引き続き実施する。

（取組内容・目標）
小学校給食調理業務の民間委託化を推進する。
・新たに６校で実施する。（計124校）

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目５ 【未利用地の売却・転活用の促進】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
未利用地の売却・転活用に向けた取り組みを促進し、市有財産の有効活
用と財源の確保を図る。

（取組の概要・目標）
区役所や関係部局との連携を密にし、児童生徒の収容対策に留意しつ
つ、売却について検討を行い、売却が困難な土地、事業化に相当な期間
を要する土地については、長期的あるいは暫定的な貸付による有効活用
に取り組む。

（取組内容・目標）
・処分検討地となっている未利用地について、処分年度に応じて区役所
と連携し、地域の理解を得ながら検討を進め、計画的に売却できるよう進
めていく。
・売却や事業化に相当な期間を要する土地については、周辺のまちづく
りに寄与する観点にも留意しつつ暫定的な貸付を行い、財源の確保に努
める。
・境界確定が容易でない等、商品化が困難なものについては、測量・登
記事務等民間に委託し、スピード感を持って取り組んでいく。
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　【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②：目標未達成

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
自主的・主体的にリーダーシップを発揮し、能力開発やキャリア形成につ
ながる自己啓発に取り組むことができるよう組織風土を醸成することで、
より質の高い教育行政の推進や市民サービスの向上をめざす。
（取組の概要・目標）
「教育委員会事務局人材育成行動計画」に基づき、研修の実施やコミュ
ニケーションの活性化を図ることにより、人材育成・能力開発に努める。

（取組内容・目標）
・定期的にラインミーティングを実施すること等により、職員間の情報共有
及びコミュニケーションを活性化させ、業務能率の向上をはかる。
・多様化する職員のニーズを把握しながら、ワーク・ライフ・バランス推進
の観点から、柔軟な働き方を受容する意識改革や職場環境づくりに務め
る。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：目標達成　②：目標未達成

取組項目８ 【職員力の向上と新たな組織風土づくり】

取組項目７ 【職員数・超過勤務の縮減】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容
（趣旨・目的）
事務局職員については、全市的な方針に基づいた人員体制の構築に努
める。
時間外勤務の上限規制を踏まえ、超過勤務の縮減に取り組む。
学校園教職員について、引き続き削減を着実に行う。あわせて、超過勤
務の縮減に取り組む。
（目標）
・事務局職員については「時間外勤務の縮減にかかる指針」に基づき、時
間外労働時間の縮減をはかる。
・管理作業員については、業務の効率化に伴う見直しや事務転任等によ
り、令和３年４月時点までに累計94人を削減する。
・給食調理員については、給食調理業務の民間委託化に伴う見直しや事
務転任等により、令和３年４月時点までに累計84人を削減する。

（取組内容）
・管理作業員については、業務の効率化に伴う見直しや事務転任等を実
施する。
・給食調理員については、給食調理業務の民間委託化に伴う見直しや事
務転任等を実施する。
・時間外勤務の上限規制を踏まえて、超過勤務の縮減に取り組む。
（目標）
・管理作業員については、28人削減する。（累計64人見込み）
・給食調理員については、31人削減する。（累計71人見込み）
　（いずれも令和２年４月現在）
・時間外労働時間について、全市的な方針・指針を踏まえ、縮減に取り組
む。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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